
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 北海道 浦臼町

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】

経常収支比率の高い要因は、公債費が類似団体比で突出して高いことである。過去の大型事業等で発行した地方債の償還が多額であり、財政の硬直化の主たる要因となってい

る。新たに策定した行財政改革集中プランに基づき、歳入確保・人件費抑制・普通建設事業の見送りを含めた見直しにより比率の改善に努めていく必要がある。

【人件費】

類似団体比で職員数が多いのに対し、経常収支比率が低くなっているのは、消防業務やごみ処理業務等、多岐にわたる一部事務組合に加入していることが要因である。行財政改

革緊急プランや定員適正化計画に基づき、職員数の削減等人件費の抑制や業務の効率化に努めているが、人口が減少し続けていることも影響し、人口１人当りの人件費決算額も

類似団体平均を上回っている。今後も行政サービスを維持しつつ、各計画に基づき人件費の削減に努める。

【物件費】

行政改革緊急プランにより各種委託業務の細部にわたる見直しや、直営化、徹底した歳出削減に努めており、人口１人当りの物件費決算額も類似団体平均を下回っている状況で

あるが、新たに策定した行財政改革集中プランに基づき、更なる削減努力が必要である。

【扶助費】

高齢化による医療給付費の増など増加に寄与する部分と人口減少や少子化による減少に寄与する部分があり、類似団体平均を下回って推移している。国の施策や制度改正等に

左右され、社会保障関係費は上昇傾向となることが予想されるが、今後も適正な執行に努めていく。

【補助費等】

多くの業務において一部事務組合に加入して実施していることから、前年度まで類似団体平均を上回っていたが、本年度は減少に転じている。各種団体への補助金の適正化・見

直しを進め、消防支署の隣接町との統合など、様々な手法により増加の抑制に努めてきたことにより一定の成果を上げているが、今後も住民の理解を得つつ、行政サービスの維持

又は効率化を図っていく必要がある。

【公債費】

公債費以外の経常収支比率が類似団体を下回っているのに対し、公債費の経常収支比率が突出して高くなっており、本町の財政硬直化の第一要因となっている。人口１人当りの

公債費決算額を見るとおり、過去の大規模事業における地方債の残高が多額であることが、財政を圧迫している。平成１９年度より緩やかな減少傾向が続いているが、今後も中学

校建替事業等が予定されており大きな改善は見込めない状況である。公債費負担適正化計画に基づき新発債の抑制、繰上償還等の実施により地方債残高を圧縮し、比率の改善

に努める。

【その他】

その他経費に係る経常収支比率が低い要因としては、国民健康保険特別会計への赤字補てん的繰出しがないこと、下水道事業特別会計において下水道資本費平準化債の活用

により、一般会計からの公債費財源繰出しが減少したこと等が考えられる。特別会計も３会計と比較的少ないため、今後も一般会計に安易にたよることのない財政運営を続ける必

要がある。

【普通建設事業】 国の各種交付金を活用した事業により、昨年度より人口１人当たりの決算額は大きく増加している。中学校建替事業等の大規模事業も予定されており、更なる事

業費の増加が見込まれるが、事業の優先度・適切な選択をおこない、過度な事業となることのないよう適正な財政運営に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 434,009 189,358 175,420 7.9
賃金（物件費） 43,450 18,957 13,854 36.8
一部事務組合負担金（補助費等） 95,021 41,458 27,797 49.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,293 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 5,661 2,470 8,199 ▲ 69.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 15,184 6,625 4,740 39.8
▲退職金 ▲ 54,132 ▲ 23,618 ▲ 18,656 26.6
合計 539,193 235,250 213,646 10.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 20.94 19.44 1.50
ラスパイレス指数 92.6 93.5 ▲ 0.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

705,679 307,888 171,123 79.9

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 39,558 17,259 31,600 ▲ 45.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

74,142 32,348 8,851 265.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,615 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

8 3 68 ▲ 95.6

▲特定財源の額 ▲ 90,366 ▲ 39,427 ▲ 8,610 357.9
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 460,744 ▲ 201,023 ▲ 137,849 45.8

合計 268,277 117,049 70,799 65.3

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 北海道 浦臼町

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

485,347 192,141 ▲ 3.6 172,020 ▲ 26.3 22.7

うち単独分 282,338 111,773 ▲ 15.4 77,280 ▲ 20.0 4.6

315,860 127,723 ▲ 33.5 155,309 ▲ 9.7 ▲ 23.8

うち単独分 162,140 65,564 ▲ 41.3 69,293 ▲ 10.3 ▲ 31.0

399,522 165,297 29.4 161,387 3.9 25.5

うち単独分 183,746 76,022 16.0 66,794 ▲ 3.6 19.6

305,065 129,925 ▲ 21.4 176,539 9.4 ▲ 30.8

うち単独分 274,026 116,706 53.5 75,430 12.9 40.6

576,765 251,643 93.7 262,834 48.9 44.8

うち単独分 539,604 235,429 101.7 147,509 95.6 6.1

過去５年間平均 416,512 173,346 12.9 185,618 5.2 7.7

うち単独分 288,371 121,099 22.9 87,261 14.9 8.0
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